
省エネルギー促進に向けた広報事業委託費
令和6年度概算要求額 2.2億円（2.2億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

2050年のカーボンニュートラルの実現に向けては、電力部門の脱
炭素化だけでなく、需要側の省エネルギーも進めていくことが重要。
本事業は、家庭部門を中心に、工場等の産業部門、オフィス等
の業務部門及び運輸部門の各部門において徹底した省エネル
ギーを推進する観点から、省エネルギーの推進主体となる国民の
理解と協力を得て、省エネ取組を喚起するため、きめ細かな情報
提供や普及啓発活動等を実施することを目的とする。

資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部

省エネルギー課

成果目標

平成18年から令和7年までの20年間の事業であり

省エネキャンペーンを通じた消費者からの「省エネ行動を実践す
る」との回答率を100%近くにすることを目指す。

事業概要

家庭部門、産業部門、業務部門、運輸部門の各部門において

省エネルギー取組を促進するための情報を広告・イベント・ＷＥB

ページ等により国民に発信する。具体的には、省エネ法の改正

に伴う新制度等についての情報提供、省エネ性能ラベリングの提

供、省エネ性能の高い家電機器の情報提供、家庭でできる具体

的な省エネ方法とそのメリット及び工場やビルの省エネ先進事例

の発信等を行う。

民間企業等国
委託

【インターネットを活用した広報】 【省エネシンポジウムの開催】
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